
松江市次世代育成支援対策施設整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 市の交付する次世代育成支援対策施設整備補助金（以下「補助金」という。）について

は、松江市補助金等交付規則（平成 17 年松江市規則第 48 号。以下「規則」という。）に規定

するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（目的） 

第 2 条 この補助金は、次世代育成支援対策推進法第11条第１項に規定する交付金に関する 

省令第１条第２項に規定する施設（以下「障がい児施設等」という。）の新設、修理、改

造、拡張又は整備に要する経費の一部に充てるために、市が交付する補助金であり、もっ

て、次世代育成支援対策を推進することを目的とする。 

（定義） 

第 3 条 この要綱において、「障がい児施設等」とは、児童発達支援事業所、放課後等デイサ

ービス事業所、居宅訪問型児童発達支援事業所、保育所等訪問支援事業所、障害児相談支援

事業所、福祉型児童発達支援センター及び医療型児童発達支援センターをいう。 

（補助の対象等） 

第 4 条 補助金の名称、補助金の交付対象事業の内容、補助金の交付対象外経費、補助金の交

付の率又は金額、補助事業者の範囲及び終期は次の表のとおりとし、予算の範囲内で交付す

るものとする。 

補助金の名称 松江市次世代育成支援対策施設整備補助金 

  補助金の交付

対象事業の内

容 

種類 整備区分 整備内容 

   新設 創設 新たに施設を整備すること。 

修理 大規模修繕等 既存施設について取扱通知「次世代育成支援対

策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱

いについて」により整備をすること。 

地震防災上倒壊等の危険性のある建物の耐震化

又は津波対策としての高台への移転を図るた

め、改築又は補強等の整備を行う事業（以下

「耐震化等整備事業」という。）のうち、改築

整備を除く事業においては、既存施設の耐震補

強のために必要な補強改修工事や当該工事と併

せて 

 



 

  強のために必要な補強改修工事や当該工事と併

せて付帯設備の改造等を行う次の整備をするこ

と。 

・給排水設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設

備、消防用設備等付帯設備の改造工事 

・その他必要と認められる上記に準ずる工事 

改造 

 

 

増築 

 

 

増改築 

 

 

 

改築 

 

既存施設の現在定員の増員を図るための整備を

すること。 

 

既存施設の現在定員の増員を図るための増築整

備をするとともに既存施設の改築整備（一部改

築を含む。）をすること。 

 

既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整

備（一部改築を含む。）をすること。 

耐震化等整備事業のうち、改築整備をするこ

と。 

拡張 拡張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の

延面積の増加を図る整備をすること。 

整備 スプリンクラー設

備等整備 

 

 

老朽民間児童福祉

施設整備 

 

 

 

防犯対策強化に係

る整備 

 

取扱通知「次世代育成支援対策施設整備交付金

におけるスプリンクラー設備等の取扱いについ

て」により整備をすること。 

 

社会福祉法人が設置する施設について取扱通知

「老朽民間児童福祉施設等の整備について」に

より改築整備（一部改築を含む。）をするこ

と。 

 

取扱通知「児童養護施設等における防犯対策強

化に係る整備について」により整備をするこ

と。 



応急仮設施設整備 

 

 

 

避難スペース整備 

 

取扱通知「社会福祉施設等における応急仮設施

設整備の国庫補助の取扱について」により整備

すること。 

 

取扱通知「社会福祉施設等施設整備費における

在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いにつ

いて」により避難スペース整備をすること。 

 

補助金の交付

対象外経費 

（１）土地の買収又は整地に要する費用 

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより、

効率的であると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要

する費用 

（３）職員の宿舎に要する費用 

（４）防犯対策強化に係る整備における、防犯対策強化以外を目的とした整

備に要する費用 

（５）その他施設整備費として適当と認められない費用 

補助金の交付

の率又は金額 

松江市の整備計画に記載された施設整備事業に要する経費に充てるため

交付するものとし、その交付額は次により算出するものとする。ただし、

算出された交付額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨 

てるものとする。 

（１）補助金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を

締結する単位ごとに、国交付金交付要綱別表１－１、別表１－２、別

表１－３、別表３、別表４又は別表５で定める基準により算出した合

計基礎点数に1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（２）（１）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出

額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、

寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に国

交付金交付要綱別表１－４に定める市の負担割合３／４を乗じた額を

算出する。 

（３）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（１）により算出した額



と、（２）により算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額

とする。 

 

  補助対象とな

る施設整備事

業の種類 

施設の種類 設置根拠等 設置主体 

児童福祉法に基づく施設

等 

ア 児童福祉施設（児童

発達支援センターに限

る。） 

イ児童発達支援事業所、

放課後等デイサービス

事業所、居宅訪問型児

童発達支援事業所、保

育所等訪問支援事業所

及び障害児相談支援事

業所 

 

 

 

児童福祉法第 35 条

第４項 

 

児童福祉法第 34 条

の３第２項 

 

 

児童福祉法第34 条の３ 

第２項に基づき事業を実 

施する法人（社会福祉法 

人、医療法人、日本赤十 

字社、公益社団法人、一 

般社団法人、公益財団法 

人、一般財団法人、NPO 

法人、営利法人等） 

 

（申請書等の提出期日） 

第 5 条 規則第 4 条第 3 項ただし書の規定により、この補助金に係る補助金等交付申請書その

他の必要書類の提出は、市長が別に定める期日までに行うものとする。 

（添付書類） 

第 6 条 補助金に係る交付申請、着手届、変更交付申請、変更承認申請、完了届、実績報告

及び交付請求の際には、次の各号に定める書類を速やかに提出するものとする。 

（１）補助金等交付申請書、補助金等変更交付申請書、補助事業等変更承認申請書 

  施設整備申請額内訳書（様式第１－１号）、事業計画書（様式第１－２号）及び事業費内

訳書（様式第１－３号） 

（２）補助事業等着手届 

  施設整備に係る工事に着工したときは、工事着工報告書（様式第３号） 

（３）補助事業等完了届 

  消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第５号） 



（４）補助事業等実績報告書 

  施設整備積算額内訳書（様式第２－１号）、事業実績報告書（様式第２－２号）、支出済 

事業費内訳書（様式第２－３号）及び工事契約金額報告書（様式第２－４号） 

（５）補助金等交付請求書 

  事業概況書（様式第６－１号）及び出来高査定書（様式第６－２号） 

（概算払） 

第 7 条 規則第 14 条第 1 項ただし書の規定により、この補助金は、補助事業の完了前に補助

金の全部又は一部を交付することができる。 

（交付の条件） 

第 8 条 この補助金の交付を受けた補助事業者は、規則に定めるもののほか、次の条件を遵守

しなければならない。 

（１） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、速や 

かに市長に報告してその指示を受けること。 

（２） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠 

書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後 5 年間（事業により取得

し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以上の機械、器具及びその他の財産がある場合

は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日又は補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適化令」という。）第 14

条第 1 項第 2 号の規定により内閣総理大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い

日）まで保管しておくこと。 

（３）規則第 18 条に定めるほか、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万 

円以上の機械、器具及びその他の財産について、適化令第 14 条第 1 項第 2 号の規定によ

り内閣総理大臣が別に定める期間を経過するまで市長の承認を受けないでこの補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しないこと。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良 

な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。  

（５）市長の承認を受けて第 3 号に定める補助財産を処分することにより収入があった場合に

おいて、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消されたときは、当該取消しに係る額を

市に納付すること。 

（６）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助事業に係る消費税及び地方

消費税仕入控除税額が確定した場合、この補助金の交付を受けた補助事業者は、別紙様式



により当該仕入控除税額を速やかに、遅くとも事業完了日の属する年度の翌々年度 6 月 2

0 日までに市に報告しなければならない。 

  なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）で

あって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税

及び地方消費税の申告を行っている場合、前号の報告は、本部の課税売上割合等の申告内

容に基づき行わなければならない。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を

県に返還しなければならない。 

（７）市長は、第 6 号の報告があった場合は、当該仕入控除税額の額を上限として、既に交付

した補助金について、その交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（８）事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を受

けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（９）事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契

約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

（10）補助事業者が施設整備事業を行うに当たっては、平成30年4月18日付け福第48号松江市

福祉部福祉総務課長通知「松江市社会福祉施設等整備に関する入札事務取扱要綱」による

こと。 

（11）補助事業者は、事業を行うに当たっては市内中小企業者への発注に努めること。 

（12）松江市ひとにやさしいまちづくり条例（平成20年6月26日松江市条例第36号）に基づ 

き、整備基準に適合させること。 

（13）この市補助金の交付と対象経費を重複して、他の国庫補助、お年玉付き郵便葉書等寄 

付金配分金、又は財団法人JKA 若しくは日本船舶振興会の補助金の交付を受けてはならな

い。 

（14）（1）から（13）により付した条件に違反した場合には、この市補助金の全部又は一部

を取り消すことがある。 

（工事の状況報告） 

第 9 条 補助事業者は、施設整備に係る工事の進捗状況について、工事進捗状況報告書（様

式第４号）により、12月末日現在の状況を翌月10日までに市長に報告しなければならな

い。 

 （年度終了実績報告） 

第 10 条 事業が翌年度にわたるときは、この補助金の交付決定の日の属する年度の翌年度の

４月20日までに年度終了実績報告書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 



（雑則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

  

附 則 

1 この要綱は、令和5年9月1日から施行し、令和5年4月1日から適用する。 

2  この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該

補助金にも適用するものとする。 



様式第１－１号（第 6 条関係） 

（元 号） 年度次世代育成支援対策施設整備補助金申請額内訳 

 

施設の種類               

 

（注）(1)工事請負契約等を締結する単位で作成すること。 

 (2)算出にあたっては、本体、地域交流スペース、その他工事別とし、小計を設けること。 

(3)C 欄には、移行時特別積立金を含めること。 

(4)Ｅ欄には、Ｂ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じた額を記入すること。 

(5)Ｅ欄及び J 欄～Ｋ欄の小計及び計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。 

(6)Ｋ欄は、Ｅ欄の額とＪ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 

 

区 分 

設置者の

総事業費 

 

A  円 

対象経費の

実支出 

(予定）額 

B(≦A) 円 

寄付金その

他    

の収入額等 

C   円 

 

差引額 

 

D(A-C)円 

 

選定額 

 

E    円 

交付基礎点数表による算定額 
E×補助率と J を

比較して小さい

方 

          K   円 

松江市補助基本

額 

L（＝K）×補助率    

円 

松江市補助所要

額        

M（＝L） 円 

定員 

 

F  

交付基礎点

数 

G  点 

基準点数 

H(=F×G)点 

 

算定額 合計 

J(=H)×1,000  

円 

本体工事             

 主体工事費             

             

小 計             

             

              

              

             

             

              

              

              

小 計             

計             



様式第１－２号（第 6 条関係） 

事 業 計 画 書 

 
１ 補助金における実施施設の概要 

（１）施設の名称及び所在地 

（２）施設の種類 

（３）設置主体及び経営主体 

（４）入所（利用）定員 

現在定員 増加定員 合  計 

人  人  人  

 

 

 

２ 当該補助金による施設整備に係る事業計画 

（１）施設の規模及び構造 

 

ア 整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。） 

（ア）敷地面積      ㎡ 

（イ）敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別） 

（ウ）施設整備の区分（創設、拡張等の別） 

（エ）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（オ）建物の構造（   造） 
   （注） 1 室ごとの室名及び面積を明らかにした表を添付すること。 

          なお、拡張及び構造等の場合は、既存建物との関係を明示すること。 

        ２  配置図及び各階の平面図を添付すること。 

         なお、拡張及び改造等の場合は、既存建物との関係を図面上で明示すること。 

 

 
イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

 

（ア）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造（   造） 

（ウ）建築年月日 

（エ）補助金の区分（（元号）○○年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

（オ）処分（取りこわし）年月日 

    （注）既存施設の解体撤去工事がわかるものを添付すること。 

 

 
ウ 仮設施設工事 

 

（ア）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造（   造） 
（注）  1  室ごとの室名及び面積を明らかにした表を添付すること。 

２  配置図及び各階の平面図を添付すること。 

 

 

 



（２）支出事業費総額 

 

ア 主体工事費              円 

イ 工事事務費                 円 

ウ 小計（本体工事費）             円 

エ 特殊附帯工事費               円 

オ 解体撤去工事費及び 

仮設施設整備工事費 

（解体撤去工事費）           円 

（仮設施設整備工事費）        円 

カ その他の工事費            円 

キ 地域交流スペース           円 

ク 合 計                   円 
（注） 工事費仕様書、支出工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書 

を添付すること。 

 

（３）施工期間 

 

ア 契約年月日 

イ 着工年月日 

ウ 竣工年月日 

エ 竣工後の事業開始年月日 

オ 解体撤去工事関係 

（ア）着工年月日 

（イ）完了年月日 

カ 仮設施設工事関係 

（ア）工事期間 

（イ）仮設施設の使用期間 



様式第１－３号（第6条関係） 

事 業 費 内 訳 書 

                                                                ○○施設 

 区分 費  目 員 数 単 価 金  額 備   考 

補  

 

 助 

 

 対 

 

 象 

 

 事 

 

 業 

 

 費 

 

 

建築工事費 

 ○○工事 

 ○○○○ 

 

附帯工事費 

 電気設備工事 

 給排水設備工事 

 暖房設備工事 

 ○○設備工事 

 ○○○○工事 

 

工事事務費 

 ○○○○ 

  

        円 

 

 

 

 

   小  計     

  補 

 助 

 対 

 象 

 外 

 経 

 費 

  用地買収費 

 事務雑費 

 ○○○○ 

 

 

 

    

小  計     

 合   計     



様式第２－１号（第 6 条関係） 

（元 号） 年度次世代育成支援対策施設整備補助金積算額内訳 

 

施設の種類               

 

（注）(1)工事請負契約等を締結する単位で作成すること。 

 (2)算出にあたっては、本体、地域交流スペース、その他工事別とし、小計を設けること。 

(3)C 欄には、移行時特別積立金を含めること。 

(4)Ｅ欄には、Ｂ欄の額とＤ欄の額を比較して少ないほうの額に１／２（児童厚生施設については１／３）を乗じた額を記入すること。 

(5)Ｅ欄及び J 欄～Ｋ欄の小計及び計の欄については、内訳の金額の記入の有無に関係なく必ず記入すること。 

(6)Ｋ欄は、Ｅ欄の額とＪ欄の額を比較して少ないほうの額を記入すること。 

 

 

区 分 

設置者の

総事業費 

 

A  円 

対象経費の

実支出額 

B(≦A) 円 

寄付金その

他の収入額

等 

C   円 

 

差引額 

 

D(A-C)円 

 

選定額 

 

E    円 

交付基礎点数表による算定額 
E×補助率と J を

比較して小さい

方 

          K   円 

松江市補助基本

額 

L（＝K）×補助率    

円 

松江市補助所要

額（交付決定額）      

M（＝L） 円 

定員 

 

F  

交付基礎点

数 

G  点 

基準点数 

H(=F×G)点 

 

算定額 合計 

J(=H)×1,000  

円 

本体工事             

 主体工事費             

             

小 計             

             

              

              

             

             

              

              

              

小 計             

計             



様式第２－２号（第 6 条関係） 

事 業 実 績 報 告 書 

 
１ 補助金における実施施設の概要 

（１）施設の名称及び所在地 

（２）施設の種類 

（３）設置主体及び経営主体 

（４）入所（利用）定員 

現在定員 増加定員 合  計 

人  人  人  

 

 
 

２ 当該補助金による施設整備に係る事業計画 

（１）施設の規模及び構造 

 

ア 整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。） 

（ア）敷地面積      ㎡ 

（イ）敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別） 

（ウ）施設整備の区分（創設、拡張等の別） 

（エ）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（オ）建物の構造（   造） 

    

 
イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

 

（ア）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造（   造） 

（ウ）建築年月日 

（エ）補助金の区分（（元号）○○年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

（オ）処分（取りこわし）年月日 

     

 

ウ 仮設施設工事 

 

（ア）建物の面積 建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造（   造） 

 

 

（２）支出事業費総額 

 

ア 主体工事費              円 

イ 工事事務費                 円 

ウ 小計（本体工事費）             円 

エ 特殊附帯工事費               円 

オ 解体撤去工事費及び 

仮設施設整備工事費 



（解体撤去工事費）           円 

（仮設施設整備工事費）        円 

カ その他の工事費            円 

キ 地域交流スペース           円 

ク 合 計                   円 
（注） 工事費仕様書、支出工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書 

を添付すること。 

 
（３）施工期間 

 

ア 契約年月日 

イ 着工年月日 

ウ 竣工年月日 

エ 竣工後の事業開始年月日 

オ 解体撤去工事関係 

（ア）着工年月日 

（イ）完了年月日 

カ 仮設施設工事関係 

（ア）工事期間 

（イ）仮設施設の使用期間 

 

（４）その他参考事項 

（添付書類） 

１ 請負の場合は、工事請負契約書の写 

直営の場合は、支払領収書の写 

賃貸借の場合は、賃貸借契約書の写（仮設施設整備のみ） 

２ 工事完了を確認するに足る検査済証の写 

（建築基準法第７条第５項又は第１８条第１８項の規定による検査済証） 

３ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

４ 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図 

５ 建物内外主要部分の写真 

６ 工事契約金額報告書（別紙第２－4 号） 



様式第２－３号（第6条関係） 

支 出 済 事 業 費 内 訳 書 

                                                                ○○施設 

 区分 費  目 員 数 単 価 金  額 備   考 

補  

 

 助 

 

 対 

 

 象 

 

 事 

 

 業 

 

 費 

 

 

建築工事費 

 ○○工事 

 ○○○○ 

 

附帯工事費 

 電気設備工事 

 給排水設備工事 

 暖房設備工事 

 ○○設備工事 

 ○○○○工事 

 

工事事務費 

 ○○○○ 

  

        円 

 

 

 

 

   小  計     

  補 

 助 

 対 

 象 

 外 

 経 

 費 

  用地買収費 

 事務雑費 

 ○○○○ 

 

 

 

    

小  計     

 合   計     



様式第２－４号（第 6 条関係） 

 

番        号 

年   月   日 

 

（あて先）松江市長   

 

社会福祉法人○○○会  

理事長 ○○○○ 

 

施工業者        

株式会社 △△△建設  

代表取締役 △△△△ 

 

工事契約金額報告書 

 

発注者（委託者）社会福祉法人○○○会と請負者（受託者）株式会社△△△建設は◇◇◇施

設建設工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次のとおり締結し施工するとともに、

補助金についてもこれに基づき算定したことを報告する。 

 

 契 約 年 月 日 金     額 

当初〇〇工事請負契約 （元号）  年  月  日 金          円 

〇〇変更（追加）契約 （元号）  年  月  日 金          円 

 （元号）  年  月  日 金          円 

設計監理委託契約 （元号）  年  月  日 金          円 

 （元号）  年  月  日 金          円 

 

  



別紙第３号（第 6条関係） 

（元号）  年度松江市次世代育成支援対策施設整備補助金による施設の工事着工報告書 

 

 
（法人名）            

施 設 の 種 類   施 設 の 名 称  設 置 団 体  

建築の構造及び面積 

 

構  造      造 

 

建築面積      ㎡ 

 

延面積       ㎡ 

工 事 費 合 計        円 

直 営 ・ 請 負 の 別  

契 約 年 月 日  

着 工 年 月 日  

完 成 予 定 年 月 日  

 
 

年 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 

出 来 高 

金額 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

 

 

  



別紙第４号（第 9条関係） 

（元号）  年度松江市次世代育成支援対策施設整備補助金による施設の工事進捗状況報告 

 

 
 施設種類                                                       （法人名）            

施設名 設置主体 
創設、拡張

等の別 

 

補助金額 

 

A      円 

 

12 月末日の   

出来高 

B      ％ 

 

3 月末日までの出

来高見込 

C     ％ 

 

繰越見込高 

 

D(100-C)    % 

 

繰越見込額 

 

E(A×D)  円 

備考 

         

合  計 

        

 

  



別紙第５号（第 10 条関係） 

 

番      号 

年  月  日 

 

 

(あて先)松江市長 

 

法人所在地、名称及び代表者 

 

 

（元号）  年度松江市次世代育成支援対策施設整備補助金の年度終了実績 

報告について 

 

 

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９

号）第１４条後段の規定により別紙のとおり報告する。 

 



様式第５号別紙 
 

 

 

 

    事  業  名 

 

交 付 決 定 の 内 容 年 度 内 遂 行 実 績 翌 年 度 繰 越 額 事 業 実 施 期 間 
 

 

 

 

摘   要 

 

 

 事 業 費 

            

       円 

 

松江市補助基

本額         

    円 

 

松 江 市 

補 助 額     

    円 

 

事業費支払実

績見込額     

     円 

 

事   業 

進捗率    

  ％ 

 

受  入  額 

       

 円 

 

事 業 費    

     

  円 

 

松 江 市 

補 助 額   

    円 

 

着  手 

 

年  月 

 

完 了 

予  定 

年  月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           



様式第 6-1 号（第 6条関係） 

事業概況書 

事 業 名 

工 事 場 所 

建 物 構 造 

建 築 面 積 

延 床 面 積 

交 付 決 定 の 内 容 年 度 内 遂 行 実 績 翌 年 度 繰 越 額 事 業 実 施 期 間 

摘 要  

事 業 費 

 

円 

 

補 助 金 

基 本 額 

円 

 

補 助 金 額 

 

円 

 

事 業 費 支 払 

実 績 見 込 額 

円 

 

事 業 進 捗 率 

 

％ 

 

補助金受入額 

 

円 

 

事 業 費 

 

円 

 

補 助 金 

 

円 

 

着 手 年 月 

 

 

完 了 予 定

年 月 

            

            

            

            

            

            



様式第 6-2 号（第 6条関係） 

 

出 来 高 査 定 書 

 

 

     年  月  日 

 

   （補助事業者名） 様 

 

                     設計監理事務所名 

 

                     設計監理者氏名            印 
 
                                                         

 

 

査 定 す る 工 事 名 等 

 

 １ 工事名 

 ２ 場 所 

 ３ 工 期 

 ４ 施工者 

 

  上記工事の    年  月  日現在の出来高を査定した結果、下記のとおりであることを証

明します。 

 

記 

 

 １ 設計監理者                                

 ２ 工 事 金 額    補助対象事業費         円 

              （総事業費         円） 

 ３ 出 来 高    補助対象分金額         円 

              （出来高率         ％） 



別紙第７号（第 6 条関係） 

 

番      号 

年  月  日 

 

 

（あて先）松江市長 

 

法人所在地、名称及び代表者 

 

 

（元号）  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

（元号）  年  月  日第  号で交付決定を受けた（元号）  年度松江市次世代育成支援

対策施設整備補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり

報告する。 

１ 施設の種類及び名称 

２ 補助金等交付規則（平成 17 年松江市規則第 48 号）第 13 条の規定による確定額または事

業実績報告による精算額 

金        円  

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（要松江市補助金等返還相当額） 

金        円  

４ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が確認できる資料、

特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。※消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額の積算内訳等 


